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１. 背景と目的 

 鋼橋りょうは経年や環境の影響によって変状が生じるが,状態や程

度によって健全性を定量的に評価するための評価基準 1）を設けている

ことで措置の要否を合理的に判断ができ,効率的な維持管理業務が可

能となっている.一方で,同一場所で複数の変状が同時に生じていると

きに,現在の評価基準だけでは評価ができないものもある.その一例と

して,腐食と支点ズレが同時に生じたときがある.現在は腐食と支点ズ

レそれぞれに変状の状態と程度に応じた評価手法がある.しかし腐食

と支点ズレが同時に生じていることに対する明確な評価基準は現在な

い.そのため,変状が進行し措置の要否を判断する場面に至ったとき

は,応力測定などの詳細な検査を行うことで正確な評価は可能である

ものの,詳細な検査には時間と労力を要することから効率化が必要と

なる.そこで本研究では,鋼橋りょうの維持管理のさらなる効率化を目

的として,腐食と支点ズレが生じている鋼橋りょうを解析モデルで再

現し耐荷力低下の原因分析を踏まえて,新たな評価手法を研究した. 

２. 課題の整理 

腐食の評価基準(図 1)と支点ズレの評価基準(図 2)は評価軸が異なるため,それ

ぞれの評価結果の組み合わせでは耐荷力の評価ができないことが課題として挙げ

られる.さらに支点ズレの評価式に着目すると,評価方法が現地のズレ量と当該橋

りょうのズレ許容範囲を比較するものであり,支点ズレが生じた状態での耐荷力

を算出できる方法は明確になっていない.そこで本研究では,支点ズレの耐荷力算

出方法を明らかにすることによって,腐食と支点ズレが同時に生じた状態の評価

手法を作成することができると考え研究を行った. 

３. 支点ズレによる耐荷力低下の仮説 

支点ズレによる耐荷力低下は,端補剛材の耐荷力への寄与が低下するためであ

ると考えた(図 3).正常な支点位置のとき,反力位置に腹板と端補剛材があること

で応力は腹板と端補剛材の両方に伝達され耐荷力を発揮する.一方,支点ズレが生

じると反力位置の変化に伴って応力発生場所が変化し,端補剛材に伝達される応

力が低下することで耐荷力への寄与が低下すると考えた.そこで上記の仮説を定

量的に検証するため,本研究では解析モデルを用いて検証を行った. 

４. 解析モデルの作成と再現性の検証 

 本研究の解析には汎用有限要素解析プログラム ABAQUS を用いた.解析モデル作

成は過去に実施した模擬鉄道橋 (桁長 3.0ⅿ,桁高 1.16ⅿの溶接上路板桁)に支点

ズレ120㎜を与えた静的載荷試験の試験データを活用した.静的載荷試験の試験体

ならびに解析モデルの条件を表1に示す.静的載荷試験と解析結果の比較を図4に 
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図 4 再現性の確認 
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現有応力比率(SR)＝保守限応力度(σⅿ）/最大応力度(σ)×１００(％)

σm：保守限応力度（鋼材の種類で決定）N/㎟

σ：列車通過の際に部材に発生する最大応力度 N/㎟

σ：P/A

P：自重、列車荷重等の合計（N)

A：有効断面積(㎟)

現有応力比率 対応内容

SR≦100 入線禁止、緊急に措置

100＜SR≦120 必要な時期に措置

応力状態の変化を求めて耐荷力を評価している

図 1 腐食の評価基準 

ズレ

座屈に抵抗
する範囲

スパン35ⅿのとき、限界値は76㎜
⇒計測値71㎜より措置不要

【現在の評価方法＝支点ズレの限界値算出式】

(実測値)≦(スパン)×１．５／２＋５０ (㎜)

橋の長さ（m）

維持管理上の余裕量（㎜）

・鋼材の温度伸縮：0.96(㎜/ⅿ)
・列車荷重によるたわみ伸縮：0.65(㎜/ⅿ)

経験則によるズレの限界値との比較

図 2 支点ズレの評価基

図 3 発生応力のイメージ 

正常な支点位置 支点ズレが生じたとき

端補剛材

腹板

上フランジ

下フランジ

支承

端補剛材

腹板

上フランジ

下フランジ

支承

製作条件

項目 載荷試験体 解析モデル 解析モデルの特記事項

構造形式 上路板桁 上路板桁

主桁本数 2主桁 1主桁

組立形式 溶接組立 溶接組立を模擬 溶接ビードは省略

材料特性 SM400 SM400の特性値

・密度：7.8×10-9ton/㎣

・ヤング係数：2.05×10５N/㎟

・ポアソン比：0.3

・降伏耐力：235N/㎣

支承
鋼製円柱

(可動沓を模擬)

境界条件の設定に

よって再現

境界条件の設定内容

・橋軸方向：拘束なし

・橋直方向：移動拘束、回転拘束なし

・垂直方向：完全拘束

その他

解析メッシュサイズ

・支点部付近＝5㎜

・その他＝25㎜

表 1 モデル作成条件 

VI-457 令和5年度土木学会全国大会第78回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - VI-457 -



示す.同一荷重でのひずみピーク位置とひず

み分布がほぼ一致し解析モデルの再現性を検

証できたため,本モデルを使用して以降の研

究を進めた. 

５. 支点ズレによる耐荷力低下の分析 

耐荷力低下の原因を腹板と端補剛材の発生

応力に着目して分析した.腹板は支点ズレの

有無によらず発生応力の範囲に変化は見られ

なかった(図 5).端補剛材の発生応力は,支点

ズレの増加と共に端補剛材の発生応力は反比

例する傾向が見られ,支点ズレが 120 ㎜を超

えると腹板の応力分析で用いた耐荷力に寄与

する応力下限値(本研究の場合 70MPa)以下と

なることが分かった(図 6).よって,支点ズレ

によって端補剛材が耐荷力に寄与する状態は

120 ㎜までの反比例「１(100％)―(ズレ量

ℓ(㎜) ／120 ㎜ )」となる.上記の結果を踏まえ,支点ズレによる耐

荷力低下を計算によって求める方法を検討した.そこで,支点ズレに

よる端補剛材の応力変化を端補剛材の断面積計算に組み合わせるこ

とで,耐荷力算出が可能であると考えた.その結果,断面積の減少に

対して耐荷力の減少傾向を捉えられた(図 7).よって支点ズレに伴

う耐荷力の低下は,端補剛材の断面積に支点ズレに伴う応力低下率

をかけることによって,表現が可能であることが分かった. 

６. 腐食と支点ズレが生じた状態の解析結果と評価手法の提案 

上記を踏まえ,腐食と支点ズレが生じた鋼橋りょうの耐荷力算出

方法を検討した.腐食による残存板厚の減少と支点ズレをパラメー

タに,解析モデルによる耐荷力解析ならびに断面計算の概念図(図

8)をもとに算出した.表 2 に解析結果と計算断面積を示すとともに

比較検証を行うために,健全時からの耐荷力減少率および計算断面積

の減少率を示す.解析の耐荷力減少率と計算の断面積減少率を比較し

たところ,10%程度の差であった.よって,腐食と支点ズレの生じた鋼

橋りょうの耐荷力は計算によって求めることができ,図 9 に示す現有

応力比率の計算によって推定することが可能になる. 

７. 研究成果と今後の課題 

腐食と支点ズレが生じている鋼橋りょうの耐荷力算出を研究し,支

点ズレの耐荷力低下原因と耐荷力算出方法を明らかにした.本研究で

は 1 種類の鋼橋りょうの実験データ,ならびに解析モデルを用いた傾

向分析であったため,評価手法を一般化するためには,本研究で用い

た鋼橋りょうと異なる構造（リベット構造,桁長,桁高など）の検証を行う必要があると考えている. 
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表 2 解析結果と断面計算の比較表 
解析ケース

ケース 残存板厚 腐食高さ
支点位置

ズレ量
差 備考

(0) 100% 0 0 408 (0%) 5,144 (0%) 0% Ⅰ.腐食なし、支点ズレなし状態

(30) 50 116 (72%) 1,465 (72%) 0%
(31) 100 101 (75%) 872 (83%) 8%
(32) 120 104 (75%) 778 (85%) 10%
(33) 60% 50 136 (67%) 2,198 (57%) -9%
(34) 20% 50 98 (76%) 733 (86%) 10%
(35) 60% 100 112 (73%) 1,309 (75%) 2%
(36) 20% 100 79 (81%) 436 (92%) 11%

Ⅳ.腐食あり、支点ズレあり状態

耐荷力(KN)

(耐力減少率)

断面積(㎟)

(断面減少率)

40%

100

10％程度の差

図 7 結果の比較 
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図 6 端補剛材の発生応力傾向 
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図 5 腹板の発生応力分析 

図 9 腐食と支点ズレの評価方法 

現有応力比率(SR)＝保守限応力度(σⅿ）/最大応力度(σ)×１００(％)

σm：保守限応力度（鋼材の種類で決定）N/㎟

σ：列車通過の際に部材に発生する最大応力度 N/㎟

σ：P/ Ae

P：自重、列車荷重等の合計（N)

Ae：腐食と支点ズレを考慮した有効断面積

Ae  = 腹板の断面積 ＋ 端補剛材の断面積×(1-ℓ/120㎜）
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※写真イメージはリベット構造

図 8 腐食と支点ズレの概念図 

【腹板】

216㎜×残存板厚
(支点ズレを中心とする前後108㎜の範囲)

【端補剛材】

断面積 ×（1-ℓ/120㎜)）
⇒支点ズレに伴う応力低下率

「腐食(断面減少)」＋「支点ズレ(応力低下の要素)」の断面積計算
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